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わたしたちの生活と税



税の役割と日本の財政

今日のテーマ



消費税

付加価値税

令和元年10月から消費税率が10％に

飲食料品などは８％となる軽減税率制度

が開始



消費税（付加価値税）の国際比較

「わたしたちの生活と税」の９ページ



① 令 和 元 年

③ 昭和 27年

② 平 成 元 年

消費税はいつ導入されたでしょう？

税金クイズ税金クイズ 第１問

正解は②平成元年です。

それまでにあった物品税やトランプ類

税が廃止されて、３％の税率で導入され、

段階的に５％、８％、そして、令和元年

10月から10％となりました。



① ８％

③ ０％

② 10％

お店でハンバーガーを食べるときの、消費税の税率はどれでしょう？

税金クイズ税金クイズ 第２問

正解は②10％です。

お店で食べる＝外食は10％ですが、持ち帰

りやドライブスルーは軽減税率 ８％です。



① 約 20 種類

③ 約1,500種類

② 約 50 種類

正解は②約50種類です。

現在、都道府県や市町村で独自に定められている

税金があり、地域によって数が違います。

現在、日本には何種類くらいの税金があるでしょう？

税金クイズ 第３問



税金の種類

区 分

「わたしたちの生活と税」の４ページ



なぜ、約50種類の税金があるのでしょうか？

国民が納税の義務を果たしてもらうためには、
みんなが公平であると感じ、納得して負担して
もらう必要がある。

公平性を保つた
めには、どうす
るのかな。



社会保険料

「わたしたちの生活と税」の３ページ



みなさんを税金のない世界

ご案内します アナザーワールドへ

アニメ上映（16分）



「わたしたちの生活と税」の１ページ



①約15億1千万円

③約1,510億円

②約151億円

日本の国民全員が、１人当たり１日卵１個分（約60ｇ）のごみを減らすと、
１年間でどのくらいの税金を節約できるでしょう？

税金クイズ 第４問

正解は③約1,510億円です。

国民１人が１日卵１個分（約60ｇ）のごみを

減らすと、１年間（365日）で約22kgのごみ

を減らすことができます。

https://www.irasutoya.com/2013/09/blog-post_5250.html


歳出総額
106.6兆円

（2021年度 一般会計予算）

社会保障

35.8兆円

33.6％
地方交付税等

交付金

15.9兆円
15.0％

子育て・医療
介護・年金など
公的サービス

その他

9.3兆円

8.7％

防衛

5.3兆円

5.0％

文教

科学振興

5.4兆円

5.1％

公共事業

6.1兆円

5.7％

国の予算（2021年度：歳入と歳出）

地方へ

「わたしたちの生活と税」の５ページ

所得税
18.7兆円
17.5％

歳入総額
106.6兆円

法人税
9.0兆円
8.4％

消費税
20.3兆円
19.0％その他

(税・印紙)

9.5兆円

8.9％

その他

5.6兆円

5.2％

公債金
43.6兆

円
40.9％

国の収入の
約4割

新型コロナ対策

5.0兆円

4.7％

国債費
23.8兆円

22.3％

１年間（４月１日～翌年３月31日）



国の財布をのぞいてみたら・・・【国の財政を家計にたとえた場合】

「わたしたちの生活と税」の６ページ

どうして足りな
いのかなあ？



令和３年度末公債残高
約990兆円（見込み）

↓
国民１人当たり

約790万円

公債残高の推移

公債残高がこ
のまま増え続
けると、どう
なるの？

「わたしたちの生活と税」の６ページ

＞支 出
税 収



令和３年度末公債残高
約990兆円（見込み）

↓
国民１人当たり

約790万円

公債残高の推移

公債残高がこ
のまま増え続
けると、どう
なるの？

「わたしたちの生活と税」の６ページ



少子高齢化
人口に占める高齢者の割合が増加する高齢化と、

出生率の低下により若年者人口が減少する少子化が同
時に進行する少子高齢化社会となっています。

少子化等による働き手の減少に伴い、税収が低下

このままだと・・・

問題点

公共サービスの質の低下

「わたしたちの生活と税」の10ページ



日本の将来は国民が決める！

「わたしたちの生活と税」の２ページ

税に関する法律（税負担の方法）と税の使い道（予算）は、国民の代表者
である議員が国会（地方の場合は地方議会）で決めています。



豊かで安心して暮らせる未来のためには、
公平な租税負担と給付の関係について
私たち一人ひとりが考えることが大切です。

※ この資料は、財務省ＨＰ内資料を参考とし、表現などは簡易にしています。
改正等によって今後内容に変更がある場合もあります。


